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Ⅱ 事業

年４月１日現在平成 27
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805 8510 北九州市八幡東区中央1-1-1

就任年月日

6810936601681093電話番号 FAX番号 6013

住所

北九州市八幡東区帆柱1－5-8非公表 非公表

ホーム
ページアド

レス

法人名

設立認可
年月日

設立登記
年月日

所轄庁

社会福
祉事業

65

市
主たる事
務所の所
在地

社会福祉法人北九州市八幡東区社会福祉協議会

代表者

平成２６年６月１８日

メールアド
レス

施設名・事業所名種類
各分野の
事業が同
一施設（敷
地）で実施

昭和３８年８月２１日

社会福祉法人現況報告書

氏名

半田　康行

公表/非公表

年齢
公表/非公表

職業

無職

公表/非
公表

老
人
福
祉

第
一
種

実施形態

全ての事
業が同一
施設（敷
地）で実施

児
童
福
祉

第
一
種

第
二
種

所在地 事業開始
年月日

定員

第
二
種

第
二
種

社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 〃 公表 八幡東区中央1-1-1 S27.10.18
社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 〃 公表 八幡東区中央1-1-1 S27.10.18
社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な事業 〃 公表

障
害
者
福
祉

第
一
種

八幡東区中央1-1-1 S27.10.18

そ
の
他

市
町
村
社
協

社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 八幡東区社会福祉協議会 公表 八幡東区中央1-1-1 S27.10.18



（ ）

１　法人の所有する不動産を活用して行う貸ビル
２　駐車場の経営
３　公共的、公共的施設内の売店の経営

（ ）

１　介護保険、障害福祉サービス等における低所得者の利用者負担減免
２　地域の単身高齢者等を対象とした見守り・配食サービス等の実施
３　地域の単身高齢者等を対象とした各種相談事業の実施
４　災害時における各種支援活動の実施
５　貧困・生活困窮者等を対象とした住宅の斡旋、食事提供等の生活支援の実施
６　他法人との連携による人材育成事業

（ ）

４　日常生活を営むのに支障がある状態の軽減又は悪化の防止に関する事業
５　入所施設からの退院・退所を支援する事業

１　必要な者に対し、相談、情報提供・助言、行政や福祉・保健・医療サービス事業者等との連絡調整を行う等の事業

９　社会福祉の増進に資する人材の育成・確保に関する事業（社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士・保育士・コミュニケーション支援者等の養成事業等）

年間10,000人程度

1

公益事
業

種類（番号を記載）

１４　社会福祉協議会等において、社会福祉協議会活動等に参加する者の福利厚生を図ることを目的として、宿泊所、保養所、食堂等を経営する事業

施設名・事業所名 所在地

施設名・事業所名 所在地 事業開始年月日

１３　有料老人ホーム

収益事
業

その他
の事業

１０　社会福祉に関する調査研究等

八幡東区社会福祉センター 北九州市八幡東区西丸山町2-1 平成１８年４月１８日 年間45,000人程度

健康増進機器の利用料収入、自動販売機の設置手数料収入

施設名・事業所名 所在地 事業開始年月日 事業規模（定員）

種類（番号を記載）

１１　事業規模要件を満たさないために社会福祉事業に含まれない事業

１５　公益的事業を行う団体に事務所等として無償又は実費に近い対価で使用させるために会館等を経営する事業
１６　その他

　　地域支援事業を市町村から受託する事業

７　その他

事業規模（定員）

種類（番号を記載） 事業規模（定員）

事業開始年月日

１２　介護保険法の居宅サービス事業、地域密着型サービス事業、介護予防サービス事業、地域密着型介護予防サービス事業、居宅介護支援事業、介護予防支援事業、介護老人保健施

６　子育て支援に関する事業
７　福祉用具その他の用具又は機器及び住環境に関する情報の収集・整理・提供に関する事業
８　ボランティアの育成に関する事業

４　その他

4 八幡東区社会福祉センター 北九州市八幡東区西丸山町2-1 平成１６年４月７日

２　必要な者に対し、入浴、排せつ、食事、外出時の移動、コミュニケーション、スポーツ・文化的活動、就労、住環境の調整等を支援する事業
３　入浴等の支援が必要な者、独力では住居の確保が困難な者等に対し、住居を提供又は確保する事業



Ⅲ 組織

～

～

～

～

柴田　憲志 ～

～

杉園　弘充 ～

神谷　英晃 ～

元重　義則 ～

永野　浩 ～

倉光　信子 ～

富永　種春 ～

須﨑　　忠 ～

小森　隆昭 ～

見増　勲功 ～

～

～

3

理事 社会福祉団体役員 H26.6.18 H28.6.17 ○ ○ 2

理事 H26.6.18 H28.6.17無職 ○

2

理事 保育施設役員 H26.6.18 H28.6.17 ○ ○ 3

理事 小川　和明 市民センター館長 H26.6.18 H28.6.17

常務理事 行政職員 H27.5.14 H28.6.17 ○ ○

副会長 長尾　由起子 無職 H26.6.18 H28.6.17 ○ ○

3

副会長 芳賀　茂木 無職 H26.6.18 H28.6.17 ○ ○

副会長 財津　康男 ○

3

理事 H26.6.18 H28.6.17 ○ ○

理事 H26.6.18 H28.6.17

○ ○

無職

○

H26.6.18 H28.6.17 ○ ○

H26.6.18 H28.6.17

理事 H26.6.18 H28.6.17

○

○ ○

○

○

2

2

3

資格

○

○ ○

3

3

―

○

○

役職 氏名 職業 任期

資格

15

H26.6.18

親族等特殊関係者の有無

会長

支給なし

財務諸表等を監査し得る者

公認会
計士、
税理士

弁護士

会社等の
監査役、
経理責任
者等

その他

社会福
祉事業
の学識
経験者

○

理事

○ ○

○

○

3

2

3

H28.6.17

H28.6.17

理事

理事
定員

会社役員

会社役員

監事

2

H28.6.17

H28.6.17

氏名 職業

半田　康行

○

○

定員 現員

3

3

理事会
への出
席回数

地域の
福祉関
係者

その他

施設整
備又は
運営と
密接に
関連す
る業務
を行う者

監事報酬

支給あり
任期

現員

親族

他の社
会福祉
法人の
役員

その他

社会福
祉事業
の学識
経験者

地域の
福祉関
係者

施設長

椋本　正司

理事 行政職員

無職

宮本　良輔

15

H26.6.18

H26.6.18

2

その他

施設整
備又は
運営と
密接に
関連す
る業務
を行う者

理事報酬
（職員と兼務の場合は支給方法）

理事報
酬・職員
給与とも
に支給

理事報
酬のみ
支給

職員給
与のみ
支給

支給な
し

H26.6.18

理事
会へ
の出
席回
数

H26.6.18

H28.6.17

無職

無職

無職

無職

無職



草場　美穂子 施設長 ～

北村　昌之 医師 ～

小川　和明 市民センター館長 ～

杉園　弘充 ～

亀井　郁子 施設長 ～

財津　康男 無職 ～

小野　　彰 無職 ～

倉地　忍 無職 ～

神谷　英晃 無職 ～

長尾由起子 無職 ～

平田　静弘 医師 ～

大蔵　雅文 歯科医師 ～

星野　正俊 薬剤師 ～

浅井　戒仁 僧侶 ～

原田　直久 教員 ～

原田　浩司 教員 ～

竹下　徹 教員 ～

白石　一裕 市議会議員 ～

半田　康行 無職 ～

元重　義則 団体役員 ～

永野　浩 行政職員 ～

柴田　憲志 行政職員 ～

芳賀　茂木 無職 ～

倉光　信子 無職 ～

半田　百合枝 無職 ～

清田　秀雄 会社員 ～

梶野　皓生 無職 ～

富永　種春 無職 ～

岩男　晴美 無職 ～

須﨑　　忠 無職 ～

津田　公治 会社員 ～

藤原　直久 会社員 ～

中西　康典 無職 ～

小森　隆昭 無職 ～

光行　靖基 無職 ～

宮武　佳弘 会社員 ～

近藤　伸久 無職 ～

左﨑　均 無職 ～

内田　弘幸 無職 ～

見増　勲功 無職 ～

保育施設役員

2
1
2
2

2
1
1
2
―
2
2
1
2
2
2
2
2
1
1
1
2

H26.6.18 H28.6.17 ○ ○

H26.6.18 H28.6.17 ○ ○
H26.6.18 H28.6.17 ○ ○
H26.6.18 H28.6.17 ○

H27.5.14 H28.6.17 ○

H26.6.18 H28.6.17 ○

H26.6.18 H28.6.17 ○

H26.6.18 H28.6.17 ○

H26.6.18 H28.6.17 ○

H26.6.18 H28.6.17 ○

H26.6.18 H28.6.17 ○

H26.6.18 H28.6.17 ○ ○

H26.6.18 H28.6.17 ○ ○

H26.6.18 H28.6.17 ○

H26.6.18 H28.6.17 ○

H26.6.18 H28.6.17 ○ ○

H26.6.18 H28.6.17 ○

○

H26.6.18 H28.6.17 ○

H26.6.18 H28.6.17 ○

H26.6.18 H28.6.17 ○

H26.6.18 H28.6.17 ○

H26.6.18 H28.6.17 ○ ○

H26.6.18 H28.6.17 ○

H26.6.18 H28.6.17 ○ ○

H26.6.18 H28.6.17 ○

H26.6.18 H28.6.17 ○

○ ○

H26.6.18 H28.6.17

1
1

H27.5.14 H28.6.17 ○ ○

H26.6.18 H28.6.17

H26.6.18 H28.6.17 ○

2
1
1
2
2
2
2
2
2
2
1
2
1
1
2
1
―

○○

○

○

○

○

○ ○

○

○

○

H28.6.17

H28.6.17

H28.6.17

H28.6.17

H28.6.17

H28.6.17

H28.6.17

○

○

○

○H26.6.18

H26.6.18

H26.6.18

H26.6.18

H26.6.18

H26.6.18

H26.6.18

H26.6.18

H28.6.17

H28.6.17

氏名 職業 任期

親族等特殊関係者の有無

親族
他の社会
福祉法人
の役員

その他

理事の
親族

施設整備又
は運営と密
接に関連す
る業務を行う

者

理事と
の兼務

職員と
の兼務

資格

社会福祉
事業の学
識経験者

地域の福
祉関係者

地域の代
表者 施設長

利用者の
家族の代

表
その他

評議員

H26.6.18

現員定員
40 40

H28.6.17

H26.6.18

評議
員会
への出
席回
数



１　第21期評議員の補充選任について
２　八幡東区社会福祉協議会規程の制定及び一部改正について
３　平成27年度事業計画について
４　平成27年度収支予算について

平成26年5月26日 15 3 有

平成26年6月18日 15 1

無し

指摘事項 改善事項監査年月日

平成26年4月22日

監査報告の有無監査者

宮本　良輔
半田　百合枝

有

有

氏名

評議員
会

監事監
査

換算数

常勤兼務
常勤専従

非常勤

施設長

職員

法人本部

施設

平成27年3月23日 15 4 有

理事会

出席者数 書面出席者数

3

40

39

9

10

換算数

６

開催年月日

有

１　平成26年度収補正予算について
２　平成25年度事業報告について
３　平成25年度一般会計収支決算について
４　平成25年度収益事業特別会計収支決算について
５　第21期理事の選任について
６　６　第21期監事の選任について

有

１　第21期評議員の補充選任について（報告）
２　八幡東区社会福祉協議会規程の制定及び一部改正について（報告）
３　平成27年度事業計画について
４　平成27年度収支予算について

監事出席の有無 決議事項

1　第21期会長の選任について
２　第21期副会長の選任について

法令等に定める資格の有無施設名

開催年月日

平成26年5月26日

平成27年3月23日

決議事項

１　平成26年度収補正予算について
２　平成25年度事業報告について
３　平成25年度一般会計収支決算について
４　平成25年度収益事業特別会計収支決算について
５　第21期評議員の選任について
６　第21期顧問の選任について
７　第21期部会委員会委員及び心配ごと相談所運営委員会委員の選任について

監事出席の有無

就任年月日

出席者数 書面出席者数



Ⅳ 資産管理

所在地 面積 評価額（千円）

北九州市八幡東区西丸山町2-1

担保提供の状況

提供年月日 借入額（千円） 借入先 償還期限
所轄庁の
承認の有

無

1096.95 64,595

平成 年3月31日現在27

公
益
事
業
用
財
産

土
地

建
物

運
用
財
産

土
地

不動産
の所有
状況

基
本
財
産

建
物

建
物

土
地

土
地

建
物

収
益
事
業
用
財
産



Ⅴ その他

社会福祉法人
新会計基準

社会福祉法人
旧会計基準

経理規程準則

指定介護老人
福祉施設等会
計処理等取扱

指導指針

訪問看護会
計・経理準則

介護老人保健
施設会計・経

理準則
授産会計基準

27平成

年3月31日現在27平成

費用（千円）

年度平成
費用（千円）

○

就労会計基準 病院会計準則 企業会計基準 その他

費用（千円）
受審施設・事業所名

年度

事業活動計算書(事業活動収支計算書)

公表方法（予定） 公表時期（予定）
資金収支計算書

費用（千円） 費用（千円） 費用（千円） 費用（千円）

平成 年度 平成
費用（千円）

事業報告書 役員報酬規程 第三者評価結果 苦情処理結果
法人HP 法人HP 法人HP 法人HP

法人HP法人HP

定款

準拠し
ている
会計基
準

第三者
評価

公認会計士

情
報
公
開

指摘事項

新聞

外
部
監
査

インターネット

監査法人

税理士

その他

インターネット

広報誌

平成

広報誌

新聞

法人HP 法人HP

前々年度の財務諸表

貸借対照表 資金収支計算書

公表していない

法人HP 法人HP

年度

役員名簿 評議員名簿 財産目録 事業計画書
法人HP 公表していない 公表していない 公表していない

平成

年4月1日現在

年度 平成 年度

公表方法（予定） 公表時期（予定）

年度 平成

事業活動計算書
(事業活動収支計算書)

前年度の財務諸表
貸借対照表

公表方法（予定） 公表時期（予定）

年度 平成



１．法人単位の資金収支の状況 ２．法人単位の事業活動の状況 ３．法人単位の資産等の状況

（１）サービス活動増減差額 （１）資産の部
①事業活動収入 ①サービス活動収益 ①流動資産

・介護報酬等の公費（※） ②サービス活動費用 ②固定資産
・利用者負担金（※） （２）負債の部
・その他収入 ①流動負債

②事業活動支出 ②固定負債
・人件費支出 （２）サービス活動外増減差額 （３）純資産の部
・事業費支出 ①サービス活動外収益 減価償却累計額
・利用者負担軽減額 ②サービス活動外費用
・その他支出 （３）特別増減差額

①特別収益
①施設整備等収入 ②特別費用

・施設整備補助金等の公費 当期活動増減差額
・その他収入 前期繰越活動増減差額

②施設整備等支出 当期末繰越活動増減差額
基本金取崩額

①その他の活動収入 その他の積立金取崩額
②その他の活動支出 その他の積立金積立額

当期末資金収支差額 次期繰越活動増減差額
前期末支払資金残高
当期末支払資金残高

４．積立金の状況

平成 26 年度の法人の経営状況（総括表）

項目 金額（千円） 項目 金額（千円） 項目 金額（千円）

0 31,862 510,457
0 減価償却費 5,549 1,258

（１）事業活動資金収支差額 -3,599 -9,413 516,553
25,656 22,449 6,096

25,656 国庫補助金等特別積立金取崩額 -2,943 1,258
29,255 その他サービス活動費用 29,255 0

233 3,207 515,294
14,546 3,207 137,002

0 0 （※）端数処理の関係で合計が一致しないこともあり得る。

14,476 -11,119
（２）施設整備等資金収支差額 -1,627 0

0 11,119
0 -17,325
0 26,317

1,627 8,992
（３）その他の活動資金収支差額 0 0

0 0
0 0

-5,227 8,992
10,064 （※）端数処理の関係で合計が一致しないこともあり得る。

4,837
（※）医療事業収入分を除く。（社会福祉法人新会計基
準の勘定科目上、算出できないため。）

（※）端数処理の関係で合計が一致しないこともあり得る。

貸借対照表上の
積立金の勘定科

目
積立目的

本年度末時
点の積立金
額（千円）

積立計
画の有
無

積立目標額
（千円）

施設整備の場合

整備事由 整備時期 整備対象施設名

財政調整積立預金 地域福祉事業を安定的に実施する財源として 60,000

国庫補助金等特別積立金 社会福祉ｾﾝﾀｰ建設時の自転車振興会からの助成金 60,502



５．関連当事者との取引の内容

６．地域の福祉ニーズへの対応状況

７　その他 （　 ）

種類 法人等の名称 住所
資産総
額（千
円）

事業の内容
又は職業

議決権の
所有割合

関係内容

取引の内容
取引金
額（千
円）

科目
期末残
高（千
円）

役員等の兼務
等

事業上の関
係

５　貧困・生活困窮者等を対象とした住宅の斡旋、食事提供等の生活支援の実施

６　他法人との連携による人材育成事業

（注）「本年度支出額」については、当該事業に対する費用として、明確に算定出来る場合に限り記載しており、明確に算定出来ない場合は「－」を記載
している。

事業概要 実施の有無 事業開始年度 本年度支出額（千円）

１　介護保険、障害福祉サービス等における低所得者の利用者負担減免

２　地域の単身高齢者等を対象とした見守り・配食サービス等の実施

３　地域の単身高齢者等を対象とした各種相談事業の実施

４　災害時における各種支援活動の実施



１．法人単位の資金収支の状況 ２．法人単位の事業活動の状況 ３．法人単位の資産等の状況

（１）サービス活動増減差額 （１）資産の部
①事業活動収入 ①サービス活動収益 ①流動資産

・介護報酬等の公費（※） ②サービス活動費用 ②固定資産
・利用者負担金（※） （２）負債の部
・その他収入 ①流動負債

②事業活動支出 ②固定負債
・人件費支出 （２）サービス活動外増減差額 （３）純資産の部
・事業費支出 ①サービス活動外収益 減価償却累計額
・利用者負担軽減額 ②サービス活動外費用
・その他支出 （３）特別増減差額

①特別収益
①施設整備等収入 ②特別費用

・施設整備補助金等の公費 当期活動増減差額
・その他収入 前期繰越活動増減差額

②施設整備等支出 当期末繰越活動増減差額
基本金取崩額

①その他の活動収入 その他の積立金取崩額
②その他の活動支出 その他の積立金積立額

当期末資金収支差額 次期繰越活動増減差額
前期末支払資金残高
当期末支払資金残高

４．積立金の状況

26平成 年度の法人の経営状況（総括表）

金額（千円）

-3,599

8,992

3,207
0

-11,119
0

11,119
-17,325
26,317
8,992

0

1,258
0

-9,413
22,449
31,862

0
25,656
29,255

減価償却費

整備対象施設名

施設整備の場合貸借対照表上の
積立金の勘定科

目
積立目的

本年度末時
点の積立金
額（千円）

積立目標額
（千円）

整備事由 整備時期

財政調整積立預金

国庫補助金等特別積立金

地域福祉事業を安定的に実施する財源として

社会福祉ｾﾝﾀｰ建設時の自転車振興会からの助成金

60,000

60,502

項目 金額（千円）

25,656
0

積立計
画の有

無

5,549
-2,943
29,255

国庫補助金等特別積立金取崩額

（２）施設整備等資金収支差額

項目項目
（１）事業活動資金収支差額

金額（千円）

（※）端数処理の関係で合計が一致しないこともあり得る。

3,207

516,553
6,096

510,457
1,258

その他サービス活動費用
233

137,00214,546
515,294

（※）端数処理の関係で合計が一致しないこともあり得る。

（３）その他の活動資金収支差額

（※）端数処理の関係で合計が一致しないこともあり得る。

0

4,837
（※）医療事業収入分を除く。（社会福祉法人新会計基
準の勘定科目上、算出できないため。）

0
0 0

0

0
14,476
-1,627

0

0
1,627

0

-5,227
10,064



５．関連当事者との取引の内容

６．地域の福祉ニーズへの対応状況

７　その他 （　 ）

４　災害時における各種支援活動の実施

５　貧困・生活困窮者等を対象とした住宅の斡旋、食事提供等の生活支援の実施

６　他法人との連携による人材育成事業

（注）「本年度支出額」については、当該事業に対する費用として、明確に算定出来る場合に限り記載しており、明確に算定出来ない場合は「－」を記載し
ている。

実施の有無 事業開始年度 本年度支出額（千円）

１　介護保険、障害福祉サービス等における低所得者の利用者負担減免

２　地域の単身高齢者等を対象とした見守り・配食サービス等の実施

３　地域の単身高齢者等を対象とした各種相談事業の実施

取引の内容
取引金
額（千
円）

科目
期末残
高（千
円）

事業上の関
係

事業概要

事業の内容
又は職業

議決権の
所有割合

関係内容

役員等の兼務
等

種類 法人等の名称 住所
資産総
額（千
円）



児童福祉 老人福祉 その他
第一種 乳児院 第一種 養護老人ホーム 第一種

母子生活支援施設 特別養護老人ホーム
児童養護施設 軽費老人ホーム
障害児入所施設 第二種 老人居宅介護等事業
情緒障害児短期治療施設 老人デイサービス事業
児童自立支援施設 老人短期入所事業

第二種 障害児通所支援事業 小規模多機能型居宅介護事業
障害児相談支援事業 認知症対応型老人共同生活援助事業
児童自立生活援助事業 複合型サービス福祉事業 第二種
放課後児童健全育成事業 老人デイサービスセンター
子育て短期支援事業 老人短期入所施設
乳児家庭全戸訪問事業 老人福祉センター
養育支援訪問事業 老人介護支援センター
地域子育て支援拠点事業
一時預かり事業 障害者福祉
小規模住居型児童養育事業 第一種 障害者支援施設 市町村社協

助産施設 第二種 障害福祉サービス事業
保育所 一般相談支援事業
児童厚生施設 特定相談支援事業
児童家庭支援センター 移動支援事業 都道府県社協

児童の福祉の増進について相談に応ずる事業 地域活動支援センター
母子家庭等日常生活支援事業 福祉ホーム
寡婦日常生活支援事業 身体障害者生活訓練等事業
母子福祉施設 手話通訳事業

介助犬訓練事業
聴導犬訓練事業 全社協
身体障害者福祉センター
補装具製作施設
盲導犬訓練施設
視聴覚障害者情報提供施設
身体障害者の更生相談に応ずる事業
知的障害者の更生相談に応ずる事業



救護施設
更生施設
生計困難者を無料又は低額な料金で入所させて生活の扶助を行うことを目的とする施設
生計困難者に対して助葬を行う事業
婦人保護施設
授産施設
生計困難者に対して無利子又は低利で資金を融通する事業
共同募金を行う事業
生計困難者に対して、その住居で衣食その他の日常の生活必需品若しくはこれに要する金銭を与え、又は生活に関する相談に応ずる事業

生計困難者のために、無料又は低額な料金で、簡易住宅を貸し付け、又は宿泊所その他の施設を利用させる事業

生計困難者のために、無料又は低額な料金で診療を行う事業
生計困難者に対して、無料又は低額な費用で介護老人保健施設を利用させる事業
隣保事業
福祉サービス利用援助事業
他の社会福祉事業に関する連絡又は助成を行う事業
社会福祉を目的とする事業の企画及び実施
社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助
社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成
社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な事業
社会福祉法第109条第1項各号の事業であって各市町村を通ずる広域的な見地から行うことが適切なもの
社会福祉を目的とする事業に従事する者の養成及び研修
社会福祉を目的とする事業の経営に関する指導及び助言
市町村社会福祉協議会の相互の連絡及び事業の調整
福利サービス利用援助事業を行う市町村社会福祉協議会その他の者と協力して都道府県の区域内においてあまねく福祉サービス利用援助事業が実施するために必要な事業

社会福祉を目的とする事業を経営する者がその行った福祉サービスの提供に要した費用に関して請求の事務の代行等

都道府県社会福祉協議会の相互の連絡及び事業の調整
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